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第１ 被告日本原電の準備書面（１６）について 

 
１ はじめに 
 被告日本原電の準備書面（１６）は端的に言えば，日本原電が発電所の敷地

における地震観測データの提出を拒む理由について述べたものです．その理由

として日本原電は，敷地の地下構造はすでに十分に調べられており，地下構造

モデルに基づいて地震動の増幅を十分に評価できるからだと述べていますが，

この主張には多くの問題点があります． 

 
２ 準備書面（１６）において修正すべき点 
 まず，準備書面（１６）において修正すべき点を指摘したいと思います．準

備書面（１６）の１０頁においては，【図４】（以下に図１として再掲）を引用

して，「本件発電所の地下構造モデルを用いて求めた地震基盤から解放基盤表

面までの増幅率は，1～3 倍程度であり，野津意見書に示されている常陸那珂-
U の地震基盤から地表の増幅率とは異なるものである」と述べています（下線

は筆者）． 
常陸那珂-U に比べて発電所敷地の増幅率が小さいことを主張したいためにこ

のように述べておられるのかも知れませんが，地震基盤から解放基盤面までの

増幅率と地表面までの増幅率では当然異なるのであり（図２），公正な比較に

なっていません．野津意見書（令和元年 10 月 31 日付）では常陸那珂-U と発

電所敷地の地震基盤から地表面のサイト増幅特性が類似しているとの見通しの

下に発電所敷地での地震動を算定しましたが，日本原電が常陸那珂-U に比べて

発電所敷地の増幅率が小さいことを主張したいのであれば，まずは精度が高い

と主張する地下構造モデル（SGF モデル）に基づいて発電所敷地の地震基盤～

地表面の増幅率を算定し，常陸那珂-U の地震基盤～地表面の増幅率（サイト増

幅特性）と比較をしていただく必要があり，それをしなければ公正な比較には

なりません．準備書面（１６）の【図４】に基づく議論は公正な議論にはなっ

ていないことをぜひ裁判所においても御認識いただきたいと思います． 
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図１ 準備書面（１６）の【図４】の再掲 

 

 

図２ 地震基盤から解放基盤面までの増幅率と地震基盤から地表面までの増幅

率の違い．準備書面（１６）の【図４】では，常陸那珂-U の増幅率は地震基盤

から地表面まで，SGF モデルと留萌モデルの増幅率は地震基盤から解放基盤面

までとなっており，公正な比較となっていない． 
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３ 常陸那珂-U との比較の必要性 
 野津意見書（令和元年 10 月 31 日付）では常陸那珂-U と発電所敷地のサイ

ト増幅特性が類似しているとの見通しの下に発電所敷地での地震動を算定しま

したが，日本原電は常陸那珂-U に比べて発電所敷地の増幅率が小さいことを主

張したいようです．それであれば，発電所の敷地と常陸那珂-U で共に観測され

ている地震観測記録について，それぞれフーリエスペクトルを計算し，それら

を比較して発電所敷地の地震動の方が有意に小さいことを示せば良いだけで

す．発電所の敷地における観測記録（多ければ多いほど良いです）を御提供い

ただければ当方において比較をすることも可能です．このように，地震観測デ

ータの提出を行えば「常陸那珂-U に比べて発電所敷地の増幅率が小さい」とい

う主張を裏書きすることのできるチャンスがあるにも関わらず，あえて提出を

されないのは，地震観測データをオープンにすれば日本原電の主張の一部が崩

れてしまうためではないかとも推察されます． 

 
 なお，証人尋問調書８２頁で，日本地震工学会を通じて販売されている東北

地方太平洋沖地震と最大余震における発電所敷地の地震観測記録からは，発電

所敷地のサイト増幅特性が常陸那珂-U のサイト増幅特性と大きくは異ならない

ことを説明しましたが，詳細は以下のとおりです． 
東北地方太平洋沖地震と最大余震においては常陸那珂-U における観測記録が

得られていないため，防災科学技術研究所の K-NET の観測点である IBR003
を介して比較を行っています． 
図３は東北地方太平洋沖地震と最大余震における発電所敷地（地表）と

IBR003 における観測記録のフーリエスペクトルを示したものです．0.2-2Hz
の広い周波数にわたり，IBR003 よりも発電所敷地の方が地震動が大きくなっ

ています． 

 
図４は IBR003 に対する発電所敷地のフーリエスペクトルの比を示したもの

です．同じ地震に対する比較的近い地点における記録の比であるため，概ね，

2 地点間のサイト増幅特性の比を示すと考えられます．ただし，最大余震（黄

色）よりも東北地方太平洋沖地震（赤）の方が，やや比の値が小さくなってい

ます．これは，より振幅の大きい東北地方太平洋沖地震において地盤の非線形

挙動（※）がより顕著に表れたためである可能性があります． 

 
図５では，この比の値を，IBR003 に対する常陸那珂-U のサイト増幅特性 
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https://www.pari.go.jp/bsh/jbn-kzo/jbn-bsi/taisin/siteamplification_jpn.html
の比と比較しています．すなわち，IBR003 を介して，発電所の敷地と常陸那

珂-U のサイト増幅特性を比較していることになります．IBR003 に対する常陸

那珂-U のサイト増幅特性の比（青）は地盤が線形の状態のものであるため，公

平を期すために振幅がより小さく地盤の非線形性の影響がより小さいと考えら

れる最大余震の比（黄色）に特に着目すれば，常陸那珂-U と発電所の敷地にお

けるサイト増幅特性は概ね同等であると考えられます． 

 
発電所の敷地における多数の観測記録を御提供いただければこのような検討

をより高い信頼性を持って実施することができます．なお，同一の地震に対し

て互いに近接する二つの観測点での観測記録のフーリエスペクトルを計算して

比較するとサイト増幅特性の違いがわかるという点については付録でも説明し

ています． 

 
（※）一般に地盤の性質はひずみレベルに応じて変化し，強い地震動が作用す

る場合には，せん断弾性係数が小さくなり，減衰定数は大きくなるという性質

があります．このことを地盤の非線形挙動と言います．地盤の非線形挙動の結

果として，二地点間のフーリエスペクトルの比が変化する場合があります． 

 

 
図３ 東北地方太平洋沖地震と最大余震における発電所敷地（地表）と

IBR003 における観測記録のフーリエスペクトル 
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図４ IBR003 に対する発電所敷地のフーリエスペクトルの比 

 

 
図５ IBR003 に対する発電所敷地のフーリエスペクトルの比と IBR003 に対

する常陸那珂-U のサイト増幅特性の比（IBR003 を介して，発電所の敷地と常

陸那珂-U のサイト増幅特性を比較している） 
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４ 敷地の地震観測記録に基づく地下構造モデルの検証の必要性 
 ここでは，一般論として，敷地の地震観測記録に基づく地下構造モデルの検

証の必要性について述べます． 
 敷地においていかに地下構造探査が精力的に行われているとしても，明らか

にされている地下構造は実際の地下構造の一部にすぎません．文献 1)において

日本原電は敷地周辺の不整形の地下構造モデルを示していますが，これも，あ

くまでも二次元的なモデルであって，三次元的な地下構造が明らかになってい

るわけではありません（ここで二次元モデルとは文献 1)の 4-83 頁にあるよう

な断面内のモデルのことであり，奥行き方向には金太郎飴式になっているモデ

ルのことです．それに対して奥行き方向にも変化するモデルを三次元モデルと

呼びます）．また，二次元モデルとしても，精度が保証されているわけではあ

りません．文献 1)の 4-94 頁（以下に図６として再掲）において二次元的な地

下構造モデルを用いた地震動シミュレーション結果と敷地における地震観測記

録との比較が行われていますが，振幅に関して定量的な比較が行われていない

だけでなく（定量的な比較を行うためには，周辺の岩盤観測点での観測波が再

現されるように震源モデルをチューニングし，その震源モデルにより敷地の観

測波が振幅を含め再現されることを確認する必要があります），波の形状や継

続時間も全く合っていません．現状の地下構造モデルでは，仮に二次元モデル

を用いたとしても，後続波が表れるという基本的な傾向がなんとか再現できる

だけで，定量的な地震動の予測は不可能であり，まして，1 次元モデルである

準備書面（１６）の SGF モデルでは，地震動の定量的な評価は不可能です．

よって，敷地の地下構造はすでに十分に調べられており，SGF モデルに基づい

て地震動の増幅を十分に評価できるとする準備書面（１６）の主張は誤りで

す． 
 なお，野津意見書（令和元年 10 月 31 日付）では常陸那珂-U と発電所敷地

の地震基盤から地表面のサイト増幅特性が類似しているとの見通しの下に先ず

発電所敷地の地表面での地震動を算定しましたが，これと基準地震動（解放基

盤面で設定されている）との比較を公正に行うため，算定した地震動を解放基

盤面まで引き戻しました．その際，地盤モデルの選定に伴う恣意性を可能な限

り避けるため，日本原電の推奨する SGF モデルを使用したにすぎず，筆者自

身が SGF モデルの妥当性を保証するものではありません．日本原電が推奨モ

デルを変更するのであれば，いつでも新たなモデルで引き戻し計算をやり直す

用意があります． 
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図６ 文献１）の 4-94 頁 

 
 準備書面（１６）では「詳細な地質調査を利用して地盤モデルを作成し，敷

地の地盤増幅特性を反映した地震動評価を行うとの統計的グリーン関数法によ

る手法が，地震動審査ガイドやレシピなどにおいて広く採用されているところ

である」「あえて経験的サイト増幅特性を用いるべき理由もない」と述べてい

ますが，これは大きな誤りです．レシピ 2)では浅部・深部統合地盤構造モデル

の作成（３０頁）において「手順(3) 経験的サイト特性による短周期領域の検

証・調整」として「中小地震の地震観測記録から経験的手法により短周期（例

えば 2 秒未満の周期）のサイト特性を推定し，手順(2)で調整した統合地盤構造

モデルを用いて理論的手法で計算した結果と比較し，モデルの検証を行う．サ

イト特性の再現性に問題がある場合，手順(2)に戻りモデルの再調整を行う」と

されており，地下構造モデルの検証に経験的サイト特性が必要であることが示

されています．検証の結果，現状の地下構造モデルで経験的サイト増幅特性を

十分に再現できないことが判明した場合は，地下構造モデルの再調整を行う必

要があります． 
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５ 水平成層構造を仮定していることの問題点 
 準備書面（１６）の【図４】において敷地の地下構造モデルに基づく増幅率

は地震基盤～地表のものに置き換えていただく必要があることは既に述べまし

たが，現在提示されている地震基盤～解放基盤面の増幅率（図１および図７の

赤線）に着目すると，周期的に山と谷を繰り返す特徴的な形状になっているこ

とが注目されます．この特徴的な形状は，地震基盤以浅の地下構造が水平成層

で表されると仮定したことにより人為的に表れているものであり，実際の現象

を表したものとは考えられません．実際の地震観測記録に基づけば，増幅率が

このような周期的に山と谷を繰り返す特徴的な形状となることはまれです．も

しもこの増幅率が真であるとするなら，震源特性や伝播経路特性にそれを打ち

消すような山谷がない限り，観測記録のフーリエスペクトルに同様の周期的な

山と谷が含まれるはずです．ところが，震源特性にそのような周期的な山谷が

あることは，2 つあるいはそれ以上の破壊が短い時間間隔を置いて生じる場合

など特殊な場合を除けば一般には考えにくく，伝播経路特性にそのような周期

的な山谷があることも考えにくいと言えます．よって，もしもこの増幅率が真

であるなら，大多数の観測記録に同様の周期的な山谷が見られることになるは

ずです．観測記録を確認することで，増幅率が真であるかを確認することがで

きます． 
 準備書面（１６）で発電所の地盤を水平成層構造とみなして地震動を評価で

きるとしている点（４頁）には多くの疑問があります．準備書面（１６）の３

頁では重力探査の結果として敷地周辺に船底状の構造（強震動研究の分野では

盆地構造という場合が多い）が見られるとしています．これは敷地周辺が水平

成層構造では表されない地下構造であることを示しています．このような構造

では，盆地生成表面波が生じ 3)，長時間継続する地震動が生じやすいと言えま

す．実際に敷地においては，文献１）の 4-94 頁（図６）の赤線にみられるよ

うに，長時間にわたる地震動が観測されており，かつ，S 波初動（1999 年 7 月

15 日の地震に関しては 13 秒前後，2001 年 5 月 25 日の地震に関しては 26 秒

前後，2005 年 6 月 20 日の地震に対しては 24 秒前後の揺れ）よりも後続位相

の方がかえって振幅が大きくなる場合も見られます．このような現象は水平成

層構造を仮定する限り説明が付きません．水平成層構造を仮定した場合の振幅

が２次元不整形モデルによる振幅を上回る（４頁）と言っても，それはシミュ

レーション上の話であり，実際には地震観測記録による地下構造モデルの検証

ができていなければ意味をなしません．水平成層構造モデル（例えば SGF モ

デル）が十分に妥当であると日本原電が主張するのであれば，文献１）の 4-94
頁（図６）と同様の地震波を対象として SGF モデルによるシミュレーション

を行い，シミュレーション結果を観測と比較すべきです．その際は，周辺の岩
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盤観測点での観測波が再現されるように震源モデルをチューニングし，その震

源モデルにより敷地の観測波が振幅を含め再現されることを確認する必要があ

ります． 

 

 

図７ 図１の再掲（周期的に表れる山を矢印で示した） 

 
第２ 証人尋問の際の質問に対する補足 

 
反対尋問で聞かれたことの中で，特に，ＳＰＧＡ４の応力降下量を算出でき

ない理由（７４頁）について，簡単に補足します． 
応力降下量とは，準備書面（１６）の２３頁にもあるように，断層面上にお

いて「解放されたせん断応力，すなわち，地震発生前のせん断応力と地震発生

後のせん断応力の差のこと」です． 
この応力降下量については円形クラックの式 4)と呼ばれる著名な式がありま

す．これは図８の左に示すように，断層面上の円形領域だけですべりが生じる

と仮定し，円形領域の内部で一様な応力降下が生じた際のすべり分布を求める

式です．この場合は，クラックの外部は固定されていると仮定しますので，そ

の分，周囲の影響によって，クラック内部もすべりにくい条件になります．し

たがって，大きくすべるためには応力降下量が大きな値であることが必要で
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す．したがって，この式を適用すると，与えられたすべり量に対して，比較的

大きな応力降下量が算定されます． 
それに対して SPGA モデル（図８の右）では，SPGA の外部でもすべりは

（そして応力降下も）生じていると考えています．しかしながら，SPGA の外

部は（すべり速度が相対的に小さいなどの理由により）強震動への影響が小さ

いため，モデル化の対象外としています．これはちょうど SMGA モデルにお

いて「SMGA の外部もすべっているが強震動への影響は小さい」と考えて

SMGA の外部をモデル化していないのと同じことです．ただし SPGA の外部

もすべっていますので，無理に円形クラックの式を当てはめて SPGA 部分の応

力降下量を計算してしまうと誤った結果になります．便宜上円形クラックの式

を当てはめるとなんらかの値は出てきますが，それが本来の応力降下量だと考

えるのは誤りです．SPGA 上における真の応力降下量を求めるためには，外部

の領域も含め微細なすべり分布の解明が必要であり，それは今後の研究に待つ

必要があります． 

 

 
図８ 円形クラックの式 4)と SPGA モデル 
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付録 

 
 同一の地震に対して互いに近接する二つの観測点での観測記録のフーリエス

ペクトルを計算して比較するとサイト増幅特性の違いがわかるのは次のような

理由からです．一般に地震動のフーリエスペクトルは地震動に含まれる異なる

周波数成分の強さを表しますが，これは震源特性・伝播経路特性・サイト増幅

特性の 3 つの要因で決まるものであり，次式例えば 1)で表されます． 

𝑂ሺ𝑓ሻ ൌ 𝑆ሺ𝑓ሻ𝑃ሺ𝑓ሻ𝐺ሺ𝑓ሻ                        (1) 
 
ここに𝑂ሺ𝑓ሻは地震動のフーリエスペクトル，𝑆ሺ𝑓ሻは震源特性，𝑃ሺ𝑓ሻは伝播経路

特性，𝐺ሺ𝑓ሻはサイト増幅特性です．いま，ある一つの地震に対して二つの観測

点 A,B で得られた記録に着目すると， 

𝑂஺ሺ𝑓ሻ ൌ 𝑆஺ሺ𝑓ሻ𝑃஺ሺ𝑓ሻ𝐺஺ሺ𝑓ሻ                        (2) 
𝑂஻ሺ𝑓ሻ ൌ 𝑆஻ሺ𝑓ሻ𝑃஻ሺ𝑓ሻ𝐺஻ሺ𝑓ሻ                        (3) 

 
と書くことができます．ここに添え字 A は観測点 A で得られた記録に関する

量を，添え字 B は観測点 B で得られた記録に関する量を表します．式(2)を式

(3)で割ると 

ைಲሺ௙ሻ

ைಳሺ௙ሻ
ൌ ௌಲሺ௙ሻ

ௌಳሺ௙ሻ

௉ಲሺ௙ሻ

௉ಳሺ௙ሻ

ீಲሺ௙ሻ

ீಳሺ௙ሻ
                           (4) 

 
が得られます．ここで，二つの観測点 A,B が互いに近接している場合は，震源

からこれらの観測点に向かってはほぼ同一の地震波が放射されると考えられる

ため𝑆஺ሺ𝑓ሻ ൎ 𝑆஻ሺ𝑓ሻであり，震源からこれらの観測点までの伝播経路もほぼ共通

となりますので𝑃஺ሺ𝑓ሻ ൎ 𝑃஻ሺ𝑓ሻです．したがって式(4)より次式が得られます． 

ைಲሺ௙ሻ

ைಳሺ௙ሻ
ൎ ீಲሺ௙ሻ

ீಳሺ௙ሻ
                           (5) 

 
このように，同一の地震に対して互いに近接する二つの観測点での観測記録の

フーリエスペクトルを計算し，それらの比をとることにより，サイト増幅特性

の比を推定することができます． 
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